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北海道教育委員会

教育長　高橋教一　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長野県高等学校教職員組合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　執行委員長　高村　裕

「公民科における指導内容について（通知）」を撤回し調査結果の廃棄を求めます

　北海道教育員会が2009年９月７日、学校教育局高校教育課長名で「公民料における指導内容について（通知）」を道立高等学校長に発出し、「公民科の科目（学校設定科目を含む）の指導にかかわり、社説や雑誌の文章等から政党の政策に関するものを活用したことがあった場合、別紙に概要等を記入すること」として、前代未聞の緊急調査を各道立学校に押しつけたことに強く抗議いたします。

　通知では、「一部の道立高校の公民科の学校設定科目『時事問題研究』の授業において、今回の衆議院選挙に係る内容を取り扱い、その際に教材として一つの新聞社のみの社説を活用するという、特定の政党の政策について偏った認識を生徒に持たせかねない不適切な指導が行われた」として、「社説を１社のみ取り上げたこと」が「不適切な指導」と判断した理由であるとしました。当該授業の真のねらいや授業全体の展開を一切無視し授業の一部だけを取り上げた、客観性・中立性に欠けた判断と言わざるを得ません。

　さらに、こうした間違った判断に基づき、「社説や雑誌の文章等から政党の政策に関するものを活用した」事例をすべて報告させるなどは、検閲に等しいものであり、日本国憲法が保障する学問の自由に土足で踏み込む極めて乱暴な行為です。本来不当な介入から学校と教育を守る立場にある教育委員会が、教育内容に直接的に介入することは、教育条件整備にこそ責任を持つべき教育行政の本来の任務を大きく踏み外す行為であり、絶対に許されません。道教委は「教育内容に対する国家的介入はできるだけ抑制的でなければならない」とした最高裁判決（1976年）の本旨を深く理解し、直ちに通知を撤回し、調査結果を廃棄すべきです。

　今回の通知・調査は自由な教材研究に対する意欲を減退させ、創造的な授業実践を進めようとする教職員を萎縮させるものです。ＩＬＯ・ユネスコの「教員の地位に聞する勧告」（1966年）第61項は「教育職は専門職として職務の遂行にあたって学問上の自由（academic　freedom）を享受すべきである」として、教員に「生徒に最も適した教材および方法を判断するための格別の資格」を認め、第63項は教員の専門職性として「自由（freedom）、創意（initiative）、責任（responsibilily）」が尊重されるべきであるとしています。道教委の一連の動きは、国際基準で示されている教員の専門職性をも根底から破壊する重大な行為といえます。

　今回の調査は、自民党の道議会議員の指摘に端を発しています。議員本人は政治的介入の意図を否定していますが、万が一にも政治的な圧力の結果として、道教委が中立性を投げ捨てる判断を下したのであれば、極めて由々しき事態です。道教委の対応は、重大な問題点が幾重にも重なっており、教育行政として決定的な過ちを犯しています。

　以上の趣旨から、直ちに下記の措置をとることを要求します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要求事項

１．当該授業を「不適切な指導」と断定した客観性・中立性を欠いた判断を直ちに撤回し、判断の誤りを公式に認め謝罪すること。

２．憲法が保障する学問の自由を侵害し、検閲にも等しい「公民科における指導内容について（通知）」を撤回し、調査結果を全て廃棄すること。

３．教育行政としての主体性・中立性を堅持し、不当な介入から学校と教育を守る立場を改めて表明すること。

４．ＩＬＯ・ユネスコ「教員の地位勧告」第６１項・第６３項が規定する、専門職としての教員の「生徒に最も適した教材および方法を判断するための格別の資格」、「学問上の自由（academic　freedom）、創意（initiative）、責任（responsibilily）」を尊重すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
